
 
 

自衛隊教育機関の大学校生における 

 
運動器外傷・障害の発生状況と危険因子に関する検討 
 

 
 
 
 
 
 

佐々尾 宙 
 

（整形外科学専攻） 
 
 
 
 
 

防衛医科大学校 
 

令和元年度 



目     次 
 

 

序章                                 １ 

 

第１章 自衛隊教育機関の大学校生における運動器外傷・障害の発生状況   ５ 
 
 １－１ 目的                             ５ 

 

  １－２ 対象と方法                                               ５ 
 
 １－２－１ 対象                          ５ 
 
 １－２－２ 研究方法                        ５ 
 
 １－２－３ 評価項目                        ６ 
 
 １－２－４ 倫理的配慮                       ６ 
 
 １－３ 結果                            ６ 
 
 １－３－１ 運動器外傷・障害の発生率                ６ 
 
 １－３－２ 運動器外傷・障害の原因                 ８ 
 
 １－３－３ 運動器外傷・障害の発生時期               ９ 
 
 １－３－４ 運動器外傷・障害の発生部位              １０ 
 
 １－３－５ 運動器外傷・障害の診断名               １０ 
 
 １－３－６ 運動器外傷・障害の治療期間・治療状況         １０ 
 
 １－３－７ 主要な運動器外傷・障害の発生状況           １１ 
 
 １－３－７－１ 主要な運動器外傷・障害の発生状況         １１ 
 
 １－３－７－２ 膝前十字靱帯損傷                 １２ 
 
 １－３－７－３ 肩関節脱臼・亜脱臼                １３ 
 
 １－３－７－４ 下肢運動器障害                  １４ 
 
 



 １－４ 考察                           １５ 
 
 １－４－１ 運動器外傷・障害全般                 １５ 
 
 １－４－２ 膝ACL損傷                      １９ 
 
 １－４－３ 肩関節脱臼・亜脱臼                  ２１ 
 
 １－４－４ 下肢運動器障害、疲労骨折               ２３ 
 
 １－４－５ 発生率と重症度による評価               ２７ 
 
 １－４－６ 運動器外傷・障害の予防に向けて            ２８ 
 
 １－５ 小括                           ２９ 
 
第２章 自衛隊教育機関の新入生における下肢運動器障害の危険因子   ３０ 
 
 ２－１ 背景・目的                        ３０ 
 
 ２－２ 対象と方法                        ３１ 
 
 ２－２－１ 対象                         ３１ 
 
 ２－２－２ 研究方法                       ３１ 
 
 ２－２－３ 評価項目                       ３１ 
 
 ２－２－４ 統計学的解析                     ３３ 
 
 ２－２－５ 倫理的配慮                      ３３ 
 
 ２－３ 結果                           ３３ 
 
 ２－３－１ ベースラインにおける各種評価項目の結果        ３３ 
 
 ２－３－２ 下肢運動器障害の発生状況               ３５ 
 
 ２－３－３ 下肢運動器障害の発生と各種評価項目の関係       ３６ 
 
 ２－４ 考察                           ３７ 
 
 ２－５ 小括                           ４０ 
 



第３章 自衛隊教育機関の新入生における下肢運動器障害の危険因子 
 

～体組成、靴と足のサイズのミスマッチによる影響に関する検討～ 
 
 ３－１ 背景・目的                        ４２ 
 
 ３－２ 対象と方法                        ４３ 
 
 ３－２－１ 対象                         ４３ 
 
 ３－２－２ 研究方法                       ４３ 
 
 ３－２－３ 評価項目                       ４３ 
 
 ３－２－４ 統計学的解析                     ４５ 
 
 ３－２－５ 倫理的配慮                      ４５ 
 
 ３－３ 結果                           ４５ 
 
３－３－１ ベースラインにおける各種評価項目の結果        ４５ 
 
３－３－２ 下肢運動器障害の発生状況               ４６ 
 
３－３－３ 下肢運動器障害の発生と各種評価項目の関係       ４７ 
 
３－４ 考察                           ４９ 
 
３－５ 小括                           ５３ 

 
第４章 総括                            ５４ 
 
第５章 結論                            ５８ 
 
謝辞                                ６０ 

 

文献                                ６１ 

 

図説明文                              ７７ 

 

図表                                  



1 
 

序章 

日常的な運動やスポーツなどの身体活動は、全死亡、心血管疾患、高血圧、脳

卒中、メタボリックシンドローム、2 型糖尿病、乳癌、大腸癌、直腸癌、うつ病、

認知症などを減少させるという報告がある 1)。一方でその方法や量を誤ると運動

器の外傷や障害の原因となり得る。同様に、救急隊や消防、警察、自衛隊といっ

た、いわゆる first responder と呼ばれる集団においては、日頃からの訓練により

即応性を向上させるが 2)、こうした訓練や過酷な環境での任務に従事することに

よって、運動器に外傷・障害を受ける機会が多い 3)。 

 医療技術の進歩とともに、運動器外傷・障害の診断精度、治療成績は向上し、

早期診断・早期社会復帰が可能となってきているものの、必ずしも全例に完全な

回復が得られるわけではなく、結果的に、運動やスポーツ、職務への復帰が叶わ

ない者も少なくない。そのためこれまでに、予防を重要な施策と位置づけて長年

研究を実施してきた 4)。 

 van Mechelen らは、スポーツによる運動器外傷・障害の予防に向けた手法と

して、1) まず発生率を特定し、問題の程度を確認する、2) 発生に関わる因子を

特定する、3) 予防策を導入する、4) 予防策の効果を検証する、という 4 段階の

ステップ（Sequence of Prevention）を推奨している 5)。Finch 6)や Jones ら 7)も

類似の手法を推奨しているが、いずれもその第 1 段階は疫学調査であり、それ
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をいかに正確に行うかが極めて重要である。 

 本邦で既存の運動器外傷・障害に関する疫学調査としては、保険金の支払い実

績に基づいた報告 8)9)10)、医療機関の外来受診者を対象とした報告 11)12)、救命救

急センターが参加した外傷データベース 13)、Diagnosis Procedure Combination

（DPC）データベースを用いた調査 14)があるが、これらの母集団はそれぞれ保

険加入者、外来受診患者、救命救急センターに搬送された重症外傷の患者、急性

期入院患者に限定されてしまう。 

 海外での運動器外傷・障害の調査としては、本邦と同様に病院ベースの調査

15)16)はあるが、重症外傷患者に限定されてしまう。スポーツに特化した運動器外

傷・障害の大規模な調査として、大学生の各種競技・大会 17)、サッカーリーグ

18)19)、オリンピック・パラリンピックでの調査 20)は存在するが、これらのデータ

は横断的調査であり、選手個々の因子について分析したものではないため、運動

器外傷・障害の危険因子を明らかにすることは難しい。 

運動器外傷・障害の危険因子に関する報告の多くは military population から

のものである。Military population での調査は、多くの人数を組み入れることが

でき、またその集団への人の出入りを正確に把握できるという利点がある。した

がって、先述の van Mechelen が提唱する 5) 4 ステップモデルの第 1 段階で必要

としている正確な疫学調査を行うことができ、第 2 段階として、調査開始時に
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各種計測などを行い、前向き調査を行うことで危険因子についての評価が可能

となる。このような調査を行う上で、母集団の選定は極めて重要である。 

本研究では、大学に相当する自衛隊教育機関の学生を母集団として選定した。

この教育機関では、一般大学と同様に教養科目、専門科目について授業が行われ

るとともに、防衛に関する学術分野に関する授業、毎週 1 時間の体育の授業も

行われている。また、大学卒業後に勤務することになる、陸上、海上、航空の各

自衛隊において必要となる事項に関する教育・訓練も行われる。訓練は毎週 2 時

間程度継続的に実施されるものと、7 月に 1 ヶ月間にわたり行われる定期訓練、

その他に 1 週間程度の定期訓練が年に 2 回程度実施される。さらに学生全員が

運動系のクラブに加入して、1 日平均 1.5 時間程度活動している。したがって、

一般大学に比して運動負荷が高いという特色を有している。 

疫学調査を行う上での本集団の特長として、全学生が入学から卒業まで追跡

が可能で母集団の人数を正確に把握することができる。全員が学内での寮生活

を基本とするため、衣食住や訓練が共通である。運動器に外傷・障害を生じた学

生は、必ず学内の診療所を受診し、整形外科専門医の診断を受ける。また学外で

受傷した傷病についても、必ず学内の診療所への報告とそこでの経過観察を行

っている。したがって、母集団の学生、受診患者をもれなく把握しており、診療

の内容や治療経過などを長期かつ縦断的に追跡が可能な集団であり、各種傷病
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の発生率などの算出、危険因子の検討をより正確に行うことができる。 

この集団の特長を活かし、運動器外傷・障害の発生状況を明らかにし、その危

険因子を探索することにより、予防に向けた取り組みにつなげることを目的と

して以下の研究を行った。第１章では、この集団における運動器外傷・障害の発

生状況を明らかにし、どのような運動器外傷・障害をターゲットとして調査を進

めるべきか検討した。第２章では、その結果を受けて、新入生における下肢運動

器障害をターゲットとしてその危険因子について検討した。第３章では、生体電

気インピーダンス法を用いた体組成の評価と、三次元自動足型計測機を用いた

足型測定のデータを用いて、これらと下肢運動器障害の関連について検討した。 
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第１章 自衛隊教育機関の大学校生における運動器外傷・障害の発生状況 

１－１ 目的 

 長期かつ縦断的に追跡が可能な母集団である自衛隊教育機関の学生において、

運動器外傷・障害の発生状況を明らかにし、当該集団における予防に向けた基礎

的情報を得ることを目的とした。 

 

１－２ 対象と方法 

１－２－１ 対象 

平成 21 年 4 月から 29 年 3 月までの 8 年間に本機関に在籍した学生のべ

15,347 名、男性 14,105 名、女性 1,242 名を対象とした。 

 

１－２－２ 研究方法 

学内に併設された診療所の整形外科外来の初診時に学生が問診票に学年、性

別、受診日、受傷日、原因、部位を記入する。診療を担当した整形外科医は診察

後に診断名を記入して保存する。データは FileMaker ProⓇ（FileMaker, Inc., 

Santa Clara, CA, USA）でわれわれが独自に作成したデータベースに入力して一

括管理される。その後の最終診断や治療内容を、診療録および画像検査データを

確認した上で、追跡調査を行った。 
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１－２－３ 評価項目 

運動器外傷・障害の発生件数、発生率、学年・性別、発生時期、部位、原因、

診断、治療期間、入院・手術の有無について検討した。治療期間は初診日から最

終診察日までの期間と定義して算出した。ただし運動制限が解除され、数か月に

1 回程度の経過観察となっている症例については、医師が運動制限を全て解除す

る指示をした日までを治療期間とした。また単一の外力により生じたものを外

傷、反復する外力または誘因なく生じたものを障害と定義した。 

発生率は、発生件数を対象者数で除して、年間または月間、1 人あたりまたは

1,000 人あたりの件数として算出した。 

 

１－２－４ 倫理的配慮 

 本研究は、防衛医科大学校倫理委員会の承認を受け（承認番号 2103）、さらに

学内の診療所を初診した際に学生個人から書面による同意を得た上で実施した。 

 

１－３ 結果 

１－３－１ 運動器外傷・障害の発生率 

 8 年間の総受診件数は 15,109 件で、学生数から算出した発生率（件/人・年）

は 0.98 であった。男女別の発生率は、男性 0.98、女性 0.98 であった。各年度
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の発生率の推移を見ると、平成 21 年度の発生率が 1.37 であったのに対し、平

成 28 年度には 0.68 と半減していた。男性では平成 21 年度 1.38 から平成 28 年

度 0.67 と半減した一方で、女性は平成 21 年度 1.25 から平成 28 年度 0.79 と

減少はしているものの、約 37％の減少に留まり、平成 26 年度以降の 3 年間は

男女間で発生率は逆転していた（図 1）。学年別の発生率は、1 年 0.82（男 0.79、

女 1.17）、2 年 1.04（男 1.04、女 0.98）、3 年 1.09（男 1.10、女 0.90）、4 年 

1.02（男 1.04、女 0.80）であった。学年・性別に各年度の発生率の推移を見る

と、いずれも経年的に減少する傾向にはあるが、1 年生女性の減少は鈍く、平成

25 年度以降は 1 年生女性の発生率が最も高いことがわかった（図 2 a-d）。 

診断を外傷と障害に分けて検討すると、外傷が 9,866件（65.3％）、障害が 5,243

件（34.7％）であった。それを男女別に検討すると、男性では外傷が 9,295 件

（66.9％）、障害が 4,592 件（33.1％）、女性では外傷が 571 件（46.7％）、障害

が 651 件（53.3％）であり、男性では外傷が多く、女性では障害が多かった。男

女別に外傷と障害の発生率の経時的変化を見ると、男性の外傷の発生率は、平成

21 年度 0.98 から平成 28 年度 0.40と約 60％減少していた。女性の外傷も年度

ごとの変動はあるが全体としては減少傾向にあった（図 3）。一方で、男女とも

障害の発生率は減少が緩徐であり、いずれの年度も女性が男性に比して発生率

が高い状態が続いていた（図 4）。 
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１－３－２ 運動器外傷・障害の原因 

 運動器外傷・障害の原因は、クラブ活動が 8,066 件（53.4％）で最も多く、訓

練 2,165 件（14.3％）、課業時間外に自主的に行っているランニングやウェイト

トレーニングなどの体力トレーニングが 1,237 件（8.2％）、学校祭の行事として

伝統的に行われる棒倒しでの受傷が 878 件（5.8％）、体育の授業での受傷が 831

件（5.5％）と続いた（図 5）。クラブ活動によるもののうち、外傷が 6,240 件

（77.4％）、障害が 1,826 件（22.6％）であったのに対し、訓練では外傷が 603

件（27.9％）、障害が 1,562 件（72.1％）、体力トレーニングでは外傷が 380 件

（30.7％）、障害が 857 件（69.3%）と障害の方が多かった。 

クラブ活動の競技種目別に、部員数をもとに発生率（件/人・年）を算出した

ところ、アメリカンフットボールが 1.87 で最も高く、以下女子柔道 1.45、ラグ

ビー 1.30、男子柔道 1.22、レスリング 1.22 とコンタクト強度の高いスポーツ

（コリジョンスポーツ）が上位を占めた。空手やハンドボール、サッカーなど身

体的な接触がある、いわゆるコンタクトスポーツがそれに続いたが、ノンコンタ

クトスポーツである体操の発生率も高く、男女ともに 0.8 を超えていた（図 6）。 

訓練による受傷の内訳は、時間走や距離走などの持続走、荷物を背負って不整

地を走ったり、荷物を背負いながら小銃等を抱えて壕や壁などの障害を含むコ

ースを走ったりする訓練など、走動作を中心とした訓練による受傷が 1,267 件
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（58.5%）と大半を占め、行軍・行進訓練 251 件（11.6%）、水泳訓練 146 件

（6.7%）、カッターと呼ばれる手漕ぎで進む小型船の操法訓練 142 件（6.6%）、

スキー訓練 113 件（5. 2%）と続いた。体力トレーニングによる受傷の内訳は、

ランニングやダッシュ、インターバル走などが 797 件（64.4%）であり、ウェイ

トトレーニングが 212 件（17.1%）であった。体育による受傷の内訳は、トラン

ポリンや跳び箱、マット運動など器械体操が 161 件（19.4%）と最も多く、サッ

カー 141件（17.0%）、柔道 132件（15.9%）、バスケットボール 124件（14.9%）。

バレーボール 88 件（10.6%）、ラグビー 73 件（8.8%）と続いた。しかしなが

ら、訓練や体育の授業の参加人数を正確に把握することは困難なため、先述のよ

うなクラブ活動の競技種目別という形での発生率の算出はできず、訓練の内容

や体育の競技種目間で発生率を直接比較することはできなかった。 

 

１－３－３ 運動器外傷・障害の発生時期 

 全体的な傾向としては、4～6 月と 9～11 月にかけて月毎に件数が多くなって

いく時期があり、7,8 月は少なく、12 月から 3 月にかけては大きな変動は認め

なかった。外傷と障害に分けて検討すると、4 月と 1～3 月は他の月に比して障

害の発生が多かった（図 7）。 

入学から卒業までの 4 年間（48 か月間）での発生時期を性別に検討すると、
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入学から 2 年生の 5 月までの 14 か月間は女性に発生率が高い月が多く、それ以

降は男性に発生率が高い月が多くなっていた（図 8）。 

 

１－３－４ 運動器外傷・障害の発生部位 

 発生部位は、膝関節 2,286 件（15.1％）が最も多く、以下、足関節 2,056 件

（13.6％）、手指 1,857 件（12.3％）、足部・足趾 1,846 件（12.2％）の順に多く、

下肢が 8,106 件（53.7％）と半数以上を占め、上肢は 4,364 件（28.9％）、体幹

は 2,630 件（17.4％）であった。外傷と障害に分けて検討すると、外傷は手指、

足関節、足部・足趾、膝関節に多かった。障害は膝関節、腰部・腰椎、足部・足

趾に多く、この 3 か所で約 60％を占めていた（図 9）。 

 

１－３－５ 運動器外傷・障害の診断名 

 診断名別では、捻挫・靱帯損傷が 4,176 件（27.6％）で最も多く、以下、打撲・

筋挫傷・血腫 3,385 件（22.4％）、腱炎・腱周囲炎 1,868 件（12.4％）、骨折 628

件（4.2％）、筋断裂・肉離れ 389 件（2.6％）、脱臼・亜脱臼 361 件（2.4％）と

続いた（表 1）。 
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１－３－６ 運動器外傷・障害の治療期間・治療状況 

 治療期間は、1 週間以内が 8,899 件（58.9％）であり、4 週間以内だったもの

は 12,663 件（83.8％）であった。一方で、3 か月以上要したものが 706 件（4.7％）

存在した（図 10）。診療 1 件あたりの平均治療日数は 20.5 日、1 人あたりの平

均治療日数は 20.1 日であった。入院を要したものは 397 件（2.6％）、手術を要

したものは 369 件（2.4％）であった。 

 

１－３－７ 主要な運動器外傷・障害の発生状況 

１－３－７－１ 主要な運動器外傷・障害の発生状況 

 予防ターゲット選定のため主要な運動器外傷・障害について、発生率と平均治

療日数から散布図を作成した（図 11）。最も発生率（年間 1,000 人あたりの件数）

が高いものは足関節捻挫で 104.1 件であり、1 年間で約 10 名に 1 名が受傷する

という状況であった。以下、発生率が高い順に、腰痛症 61.8 件、手指関節捻挫 

57.9 件、足部・足趾の打撲 36.1 件、手指の打撲 34.4 件、手関節捻挫 27.7 件、

膝関節打撲 27.2 件と続いていた。疲労骨折、膝蓋靱帯炎、腸脛靭帯炎、シンス

プリント、アキレス腱炎など骨盤・股関節から足部・足趾にかけての下肢に生じ

た障害をまとめると、その発生率は 217.2 件となり、足関節捻挫の 2 倍以上と

極めて高い発生率であった。一方、1件あたりの平均治療日数が長いものは、肩
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関節脱臼・亜脱臼に対し手術を必要とした症例で 418.2 日、膝前十字靱帯損傷 

337.2 日、上腕骨骨折 281.8 日、下腿骨幹部骨折 169.6 日、手舟状骨骨折 168.5

日、２度以上の膝関節内側側副靱帯損傷（症状が圧痛のみの症例を除く）や後十

字靭帯損傷など前十字靭帯損傷以外で膝関節の不安定性を来した靱帯損傷が 

164.0 日と続いていた。次項では、平均治療期間が長かった膝前十字靱帯損傷、

肩関節脱臼・亜脱臼、発生率が高かった下肢運動器障害について検討した。 

 

１－３－７－２ 膝前十字靭帯（Anterior Cruciate Ligament：ACL）損傷 

 ACL 損傷と診断されたものは 74 件であり、整形外科初診患者の 0.49％であ

った。対象とした母集団内での ACL 損傷の発生率（年間 1,000 人あたり）は 4.82

件、男性は 4.82 件、女性は 4.83 件であった。 

受傷原因は、クラブ活動が 57 件（77％）を占め、その内訳はラグビー 16件、

アメリカンフットボール 11 件、柔道 9 件の順であった。部員数から競技別の

発生率（年間 1,000 人あたり）を算出すると、女子柔道で 32.3 件、女子体操で

27.0 件、男子柔道 18.5 件、アメリカンフットボール 17.0 件、レスリング 15.0

件の順であった（図 12）。 

受傷機転は、膝関節への直接外力により生じたもの（直接接触型）が 16 件

（21.6％）、患部以外への接触により膝関節に間接外力が加わって生じたもの（間
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接接触型）が 22 件（29.7％）、自分で捻ったなど、接触を伴わずに生じたもの

（非接触型）が 34 件（45.9％）であった。クラブ活動別に検討すると、アメリ

カンフットボールと柔道では 90％が直接接触型または間接接触型で、ラグビー

では接触型と非接触型による受傷が同数であった。 

治療は 63 例に手術が行われ、9 例は本人の希望等で保存的に加療された。2

例は卒業後に治療を受けたため治療内容は不明であった。全症例の平均治療日

数は 337.2 日であり、約 1 年間を要していた。学生は卒業後に本格的に自衛官

としての訓練を受ける学校に進学することになるが、受傷者 74 例中 4 例では進

学できず任官を断念し、4 例は 1 年遅れて進学していた。 

 

１－３－７－３ 肩関節脱臼・亜脱臼 

 肩関節脱臼・亜脱臼と診断されたものは 252 件であり、整形外科初診患者の

1.67％であった。対象とした母集団内での肩関節脱臼・亜脱臼の発生率（年間

1,000 人あたり）は 16.4 件、男性は 17.7 件、女性は 2.4 件であった。 

受傷原因は、クラブ活動が最も多く 148 件（58.7％）を占め、その内訳はラグ

ビー 49 件、アメリカンフットボール 25 件、レスリング 14 件の順であった。

5 件以上発生した競技において、部員数から競技別の発生率（年間 1,000 人あた

り）を算出すると、相撲で 63.6 件、レスリングで 52.6 件、ラグビー 41.4 件、
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アメリカンフットボール 38.6 件の順で続いていた（図 13）。 

平均治療日数は 131.6 日であったが、手術を受けた 61 例では平均 418.2 日と

1 年以上の長期療養を要していた。 

 

１－３－７－４ 下肢運動器障害 

 疲労骨折、膝蓋靱帯炎、腸脛靭帯炎、シンスプリント、アキレス腱炎など骨盤・

股関節から足部・足趾にかけて生じた障害をまとめると 3,334 件であった。男性 

2,845 件、女性 489 件であり、対象とした母集団内での発生率（年間 1,000人あ

たり）は 217.2 件、男性は 201.7 件、女性は 393.7 件であった。 

 入学から卒業までの 48 か月間での発生状況について検討すると、すべての下

肢運動器障害のうち、男性で 41.6％、女性で 53.0％が入学後の 14 か月間までに

生じていることが判明した。以後、男女ともに 2 年生の 4 月、3 年生の 1 月から

4 年生の 4 月、4 年生の 1，2 月と強度の高い訓練をする時期に一致して発生率

が高かった（図 14）。 

 下肢運動器障害の原因は、訓練 1,246 件（37.4％）が最も多く、クラブ活動 

963 件（28.9％）、体力トレーニング 605 件（18.1％）の順であった。訓練の内

訳は、走動作を中心とした訓練による受傷が 823 件（66.1％）、行軍・行進訓練

が 183 件（14.7％）であった。体力トレーニングのうち 552 件（91.2％）は走動
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作を中心としたトレーニングであった。 

 下肢運動器障害のうち、疲労骨折と診断された者は 163 件、男性 120 件、女

性 43 件であり、発生率（年間 1,000 人あたり）は 10.6 件、男性 8.5 件、女性 

34.6 件であった。これを学年別に検討すると 1 年生の男性 12.1 件、女性 80.7

件、2 年生の男性 7.6 件、女性 28.8 件、3 年生の男性 9.1 件、女性 7.0 件、4

年生の男性 4.4 件、女性 3.8 件であり、1 年生の女性に著しく多かった（図 15）。

入学からの 14 か月間で、男性は 66 件発生しており、4 年間の総数の 55.0％で

あったが、女性は同期間までに 38 件（88.4％）が発生していた。疲労骨折の部

位は、脛骨が 94 件（57.7％）で最も多く、中足骨 36 件（22.1％）、恥坐骨 22

件（13.5％）の順であり、この 3 つの部位で 90％以上を占めていた（図 16）。

男女の部位別発生件数は、脛骨は男性 70 件、女性 24 件、中足骨は男性 32件、

女性 4 件、恥坐骨は男性 10 件、女性 12 件であった。 

 

１－４ 考察 

１－４－１ 運動器外傷・障害全般 

 本研究では、自衛隊教育機関に在籍する学生における運動器外傷・障害の発生

率は、年間 1 人あたり 0.98 件であった。本研究のような大規模な集団での運動

器外傷・障害の発生率を調査した報告は少なく、しかも多くは military 
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population に限られており、それらの調査間でも、外傷・障害の定義が異なり、

対象としている集団の年齢、性別、生活環境、訓練の内容や強度が異なるため直

接の比較は難しい。一方で、アスリートを対象とした調査の多くは、発生率を

athlete-exposure（AE）として、1 人の選手の 1 回の試合や練習への参加を単位

として計算していることもあり、これらの報告とも直接比較をすることは難し

い。本研究では、運動器外傷・障害全体の発生率は経時的に減少していたが、学

年・性別に検討したものでは、1 年生女性を除き、調査開始当初の平成 21 年度

に比して著明に減少していた。また、主に外傷での減少が大きく、障害は減少し

ているものの緩徐であった。運動器外傷・障害の発生率が減少している理由は明

確にはできないが、本研究で得られたデータは逐次、対象集団にフィードバック

されており、クラブ活動や訓練、体育の授業など様々な場面で、指導者が運動器

外傷の予防に向けて対策を講じた可能性はある。 

 運動器外傷・障害の原因は、クラブ活動によるものが半数以上を占め、訓練や

体力トレーニングと続いていた。クラブ活動の種目別に検討すると、アメリカン

フットボール、柔道、レスリング、ラグビーといったコンタクト強度の高い、い

わゆるコリジョンスポーツでの受傷が多く、これらの集団での予防は重要と考

えられた。また、訓練はこの集団に特異的な原因である。本校における訓練は、

基本的な動作を身につけさせるもの、体力向上を目的とした通常のランニング
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から、小銃を携行し、重量物を背負った状態での行軍、射撃訓練、水泳訓練、ス

キー訓練など多岐にわたるが、走動作を中心とした訓練による受傷が約 6 割を

占めていた。各自が自由時間に行っている体力トレーニングによる受傷でも、そ

の 6 割強はランニングに伴うものであることが判明した。しかしながら、それ

ぞれの訓練の参加人数や強度、自主的に行っている体力トレーニングの実施人

数、時間や頻度などを正確に把握することは困難で、原因別に発生率を比較する

ことはできなかった。 

 運動器外傷・障害の発生時期は、4～6 月と 9～11 月にかけて多くなっていく

時期があるが、これは運動器外傷・障害全体の原因の半数以上を占めているクラ

ブ活動のシーズンが主に春と秋に分かれ、この時期に試合が集中していること

が影響していると考えている。7 月は学生全体が訓練に参加しているため、クラ

ブ活動はほぼ行われていない。また、8 月は一部のクラブでは合宿を行っている

が、夏季休暇期間でもある。そのため 7,8 月は他の月に比して運動器外傷・障害

の発生が少ないものと考えている。各月ごとの外傷と障害の割合を検討すると、

4 月と 1～3 月は他の月に比して障害の発生が多い。2 年生の 4 月、3 年生の 3

月、4 年生の 3 月にランニングを中心とした強度の高い訓練を行っており、この

訓練に向けて 1～3月にかけて各個人が自主的にトレーニングをする中で下肢を

中心とした障害を発生していることが多いためである。入学から卒業までの 48
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か月間の中では、女性で 1 年生の 6 月と 2 年生の 4 月に月間 1,000 人あたり 200

件近い運動器外傷・障害の発生を認めている。1 年生の 4～6 月にかけて徐々に

訓練の強度が上がること、また先述の通り 2 年生の 4 月にはランニングを中心

とした強度の高い訓練が集中的に行われることに起因している。 

本研究では運動器外傷・障害の発生部位は、下肢が 53.7％と半数以上を占め、

膝関節、足関節、手指、足部・足趾の順に多かったが、米陸軍新隊員のトレーニ

ングでも下肢が 75％21)、ノルウェー陸軍幹部のトレーニングでも同じく下肢が

85％を占めたと報告されている 22)。米陸軍歩兵の調査でも外傷・障害は下肢に

多く、膝関節が 19.2％、足関節が 14.8％であり、腰部が 12.9％と続くと報告し

ており 23)、スロベニア軍の 10年間の調査でもやはり下肢に多く、足関節が 23％、

膝関節が 21％であったと報告されている 24)。割合や部位の分布は報告により異

なるが、下肢の外傷・障害が多いことはいずれの調査でも共通していた。 

治療期間については、治療が中途のまま退学してしまった場合などは追跡で

きていない症例がわずかではあるが存在するという問題点はあるが、1 週間以内

のものが 58.9％と半数以上を占めていた。これは診療所が学内にあるため、一

般的な病院や診療所への受診に比して安易に受診が可能であるという点を反映

した結果ではないかと考えている。一方で 3 か月以上を要したものが 706 件

（4.7％）存在している。年間 90 件弱ということになり、決して少ないとは言え
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ない。主に膝 ACL 損傷、肩関節脱臼・亜脱臼によるものであるが、これらにつ

いて対策を講じる必要がある。 

診断別の発生率では、足関節捻挫が最も高く、年間 1,000 人あたり 104.1 件で

あった。また外来受診患者の 10.6％を占めていた。したがって、足関節捻挫に

ついても対策を講じる必要があるが、膝 ACL 損傷や肩関節脱臼・亜脱臼と比べ

て原因は多種多様であり、現時点では危険因子の特定は難しいと考えた。 

 

１－４－２ 膝 ACL 損傷 

 本研究における ACL 損傷の発生頻度は年間 1,000 人あたり 4.82 件であった

が、自験例は全例がクラブ活動や訓練など運動習慣がある大学生の集団であり、

他に同様の大規模疫学調査が少ないこともあり、直接比較をすることは難しい。

高橋らは、中高生を対象とした日本スポーツ振興センターの災害共済給付制度

のデータをまとめ、9 年間で 26,866件（男性 9,935 件、女性 16,931 件）、受傷

率は年間 1,000 人あたり 0.80 件（男性 0.47 件、女性 1.35 件）であったと報告

している 25)。Moses らは、様々な集団を対象とした文献のレビューを行い、ACL

損傷の発生率（年間 1,000 人あたり）は、国民全体を対象とした調査では 0.08

～0.52 件、アマチュアスポーツでは 0.02～16.1 件、軍隊では 0.93～21.4 件、プ

ロスポーツでは 1.5～73.2 件と報告した 26)。調査対象の年齢層や性別、スポーツ
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種目、活動レベルにより発生頻度は大きく異なっていた。 

ACL 損傷の受傷機転は、一般的に非接触型が多いとされる。競技種目別では、

アメリカンフットボール、柔道、ラグビーでは接触型が半数以上を占めるとされ

ている。本研究ではアメリカンフットボールと柔道は同様の結果であったが、ラ

グビーでの非接触型が他の報告に比して多い傾向があった。ACL 損傷に対する

予防プログラムの多くは非接触型の損傷に対するものであるが、対象とする集

団でどのようなタイプの損傷が起こっているのかを見極めて予防対策を講じる

ことが重要である。 

Ardern らは、ACL 再建術後の競技復帰に関するシステマティックレビューで、

48件の調査の合計 5,770名について解析し、何らかのスポーツへの復帰は 82％、

受傷前のレベルへの復帰は 63％、さらに高いレベルへの復帰は 44％であったと

報告している 27)。また Antosh らは米陸軍隊員で ACL 再建術を受けた 470名の

業務復帰の状況について調査し、業務への完全復帰は 47～77％であった一方で、

25％は除隊し、27％は業務に制限があったと報告している 28)。我々の例でも受

傷者の約 1 割において、進路に何らかの影響があり、そのうち半数は自衛官に

なることができておらず、ACL 損傷の予防は業務遂行の上でも重要であると考

えている。 
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１－４－３ 肩関節脱臼・亜脱臼 

 本研究における肩関節脱臼・亜脱臼は 161 名に 252 件発生していた。発生率

は年間 1,000 人あたり 16.4 件であった。医療従事者が整復を行った症例を脱臼

として定義すると、脱臼の発生率は 1,000 人あたり 5.7 件であった。米軍全体で

1998年から2006年にかけての調査において、肩関節脱臼の発生率は1.69件で、

軍種別の内訳として、陸軍と海兵隊は 2.3 件、空軍 1.2 件、海軍 1.1 件であり、

この違いは業務に上肢を使う頻度の違いに起因すると報告している 29)。2002 年

から 2011 年にかけての米陸軍の調査では、発生率は年間 1,000 人あたり 3.13

件と報告しており、やや上昇傾向にある 30)。本研究の対象集団と同等の組織に

あたる米軍士官学校での前向き調査での発生率は年間 1,000 人あたり、脱臼が

4.3 件、亜脱臼が 23.9 件と報告されており 31)、脱臼の発生率は本研究でやや高

く、亜脱臼の発生率は低いという違いはあるものの、ほぼ同様の結果と考えられ

た。脱臼は医師による整復操作を要していることからその発生状況はほぼ正確

に把握されているものと考えられるが、亜脱臼は患者本人が伝える症状や受傷

機転、臨床所見からの診断であること、また症状が軽微の場合は受診もしていな

い可能性が考えられ、これらの理由が発生率の違いにつながっていると考えら

れる 32)。 

 National Collegiate Athletic Association （NCAA）における肩関節脱臼に関す
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る傷害調査では、アメリカンフットボール、レスリング、アイスホッケーで発生

率が高かった 33)。NCAA の競技種目には相撲、ラグビーは含まれないが、本調

査と同様、コンタクト強度の高い競技での発生率が高かった。各競技でその特性

は異なるので、受傷機転を明確化し、それに応じた予防策を講じるべきと考えら

れた。 

 本調査では、肩関節脱臼・亜脱臼と診断された 161 名のうち、61 名（37.9％）

で手術が施行されていた。手術を受けた症例では、平均治療日数が 418.2 日と長

期に及んだが、これは対象とした集団が大学生であるため、学業スケジュールに

合わせて手術予定を決めていることも影響している面もあると考えられるが、

一般的に手術から競技復帰までに要する期間は長く、肩関節脱臼・亜脱臼の予防

の重要性は高い。 

今回、入学前の肩関節脱臼の既往歴については検討していないが、スウェーデ

ンにおける多施設調査で肩関節の初回脱臼から 10年間の経過についてまとめた

報告によると、初回脱臼の年齢が 12～16 歳の場合、10 年間で 70％以上の症例

で再脱臼し、約 40％は手術を受けていると報告している 34)。大学入学前に肩関

節脱臼の既往がある者については、入学時に運動制限の有無や不安定性につい

て評価した上で、発生率の高い競技種目に参加する場合はより一層注意するな

ど対策を講じる必要があると考えられる。 
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１－４－４ 下肢運動器障害、疲労骨折 

 骨盤・股関節から足部・足趾にかけて生じた障害の発生率は、年間 1,000人あ

たり 217.2 件で、男性 201.7 件、女性 393.7 件と女性に多かった。米陸軍の調

査では約 900 件であり 35)、年間で 300 万日以上の業務時間が失われていると報

告されているなど 36)、各国の様々な部隊において、下肢運動器障害は大きな問

題となっている 37) 38) 39) 21)。 

 入学後の 14 か月間以内に、下肢運動器障害全体のうち、男性で 41.6％、女性

で 53.0％が生じていた。本研究の集団と同等の組織になるオーストラリア国防

大学では、15.4％の学生が、下肢の代表的な障害であり、脛骨前下方の内側縁を

中心に疼痛を生じる medial tibial stress syndrome（MTSS）を発症し、このうち

53％が 1 年生であると報告している 40)。下肢運動器障害が新隊員に多いことは

過去に多く報告されており 41) 42) 43)、入隊後に運動の量や強度が急激に上がるこ

とが原因ではないかと考えられる。 

 また入学後の 48 か月間のうち、強度の高い訓練をしている時期では、男性で

月に 1,000 人あたり 50～70 件、女性で 70～120 件の発生率であったが、ノルウ

ェー陸軍の幹部のトレーニングでは、月に 100 人あたり 26.7～45.5 件と報告さ

れており 22)、本研究の対象に比して 5～6 倍発生率は高い。訓練の内容や強度が

異なるため、直接比較することは難しいが、自験例の下肢運動器障害の発生率が、
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他の部位の外傷・障害に比して高いことは、他の報告と合致していた。 

 下肢運動器障害の原因は、運動器外傷・障害全体の原因（図 5）とは異なって

いた。訓練による受傷が 40％弱と最も多く、クラブ活動による受傷は 30％を下

回っており、運動器外傷・障害全体の原因（図 5）とは逆になっていた。続いて

各自で行う体力トレーニングが多かったが、その 90％以上がランニングに伴う

ものであった。訓練による受傷の 3 分の 2 が走動作を伴うものであったことも

考え併せると、下肢運動器障害の大半はランニングに起因するとも言える。また、

訓練によって生じた下肢運動器障害は 1,246 件で、訓練によって生じた全運動

器外傷・障害 2,165 件の約 60％にもなる。訓練はクラブ活動と異なり、全員が

共通して行うものであり、極めて発生率が高い下肢運動器障害を予防する上で、

その危険因子を検討することは有用と考えられる。 

 下肢運動器障害のうち、疲労骨折は歴史的に軍隊での発症が多いことから、各

国の軍隊を対象とした多くの調査が行われ、その結果が報告されてきた。しかし、

これまでの自衛隊における報告は、短期教育中の隊員を対象とした調査 44)や母

集団が不確定の外来患者の調査 45)、あるいは症例報告 46) 47, 48)にとどまっていた。 

 自衛隊以外に目を向けると、国内における疲労骨折の疫学調査は、特定の医療

機関への外来患者を対象とした調査がほとんどであり 49) 50) 51)、われわれが渉猟

し得た限り特定の大規模な母集団を長期に追跡した調査は国内には存在しない。
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国内の疲労骨折の疫学調査では、深井らは、約 36 年間のスポーツ整形外科外来

の受診患者 106,458 名のうち 2,886名（2.7％）が 49)、能見らは、20 年間のスポ

ーツ外来の受診患者 5,117 名のうち 437 名（8.5％）が 50)、Iwamoto らは約 10

年間のスポーツクリニックの受診患者 10,276 名のうち 196 名（1.91％）51)が疲

労骨折であったと報告している。これらの調査での発生率は、全外来患者に占め

る割合として算出されており、自験例の 1.1％と比較して高率であるが、これは

外来を受診する患者の背景が異なることが原因と考えられる。 

Cosman らは、本調査の対象集団と同等の組織にあたる米軍士官学校での前向

き調査を行い、891 名を 4 年間追跡したところ、69 名（7.7％）に 98 件の疲労

骨折が発症したと報告している 52)。本調査で対象とした集団における発生率は、

年間 1,000 人あたり 13.6 件であった。Cosman らの報告の発生率を本調査と比

較できるように人年法で推定すると、年間 1,000 人あたり 27.5 件であり、本調

査の 2.6 倍の発生率であった。 

今回の調査では、1 年生での発生が多く、学年が上がるにつれて発生率は低下

していた。Cosman らの調査でも、学年が上がるにつれて発生率は低下し、疲労

骨折の 50％以上が入学直後の 3 か月間に集中していた 52)。Goldberg らも、大学

間のスポーツ競技会に参加する大学生 3 年間の調査において、疲労骨折の 67％

が 1 年生に発生しており、学年が上がるにつれて発生率が低下していた 53)。こ
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れは、大学に進学（自衛隊に入隊）し、高校生までに比べて運動の量や質が急激

に増大し、学年が上がるにつれて徐々に体力が適応していくためではないかと

も考えられる。 

性差について、自験例での発生率（年間 1,000 人あたり）は、男性は 8.5 件、

女性は 34.6 件であり、女性が男性の約 4.1 倍であった。国内の外来受診患者を

ベースとした報告では 49) 50) 51)、男性が多いあるいは、性差がないとの報告が多

いが、これらの報告は疲労骨折の患者の平均年齢が低いことや、患者の運動種目

や頻度などの背景が不均一であるため、疲労骨折の発症における性差の有無に

つき論じることはできない。Wentz らが 1965 年から 2010 年までの論文の

systematic review を報告しており、軍隊を対象とした調査における発生率は、男

性 3％、女性 9.2％と女性で高く、アスリートを対象とした調査では、有意差を

認めた論文は少ないものの、男性 6.5％、女性 9.7％でありやはり女性に多かっ

たと報告しており 54)、自験例の結果と矛盾しない。近年、女性アスリート特有

の健康管理上の問題点として、「無月経」、「骨粗鬆症」、「利用できるエネルギー

不足」が挙げられ、これらは「女性アスリートの三主徴（Female Athlete Triad）」

と呼ばれている 55)。この三主徴を有するアスリートでは、疲労骨折のリスクが

高まることが報告されている 56) 57)。今回の調査ではこの点に関しては検討を行

えておらず、今後の課題である。 
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１－４－５ 発生率と重症度による評価 

 本研究では、長期に縦断的に追跡できるという母集団の特性を活かし、治療期

間を評価項目に入れた。従来の傷害調査では発生率が主要な検討項目となって

いたが、発生率のみで実態を評価するのは不十分であり、重症度とあわせて評価

をすることが推奨されている 58)。重症度の定義は、報告によってスポーツや業

務に復帰するまでに要した期間、治療にかかった費用、社会的に喪失した費用な

どと異なるが 59)、本研究では治療期間を重症度評価の指標として検討した。発

生率と重症度を合わせて散布図を作成することで、対象とした集団において、ど

の運動器外傷・障害に焦点を当てて研究を進めるべきかをより直感的に明らか

にすることができる。つまり、最も重要なターゲットは、発生頻度が高く、重症

度が高いものとなり、従来の調査で把握可能であった発生頻度が高いものだけ

ではなく、発生頻度が低くても重症度が高いものにも目を向けることができた。

この手法はリスクマトリックスとも呼ばれ、労働災害のリスク評価を目的とし

て 1900 年代半ばに使用されるようになった方法である。スポーツによる傷害調

査においては、イングランドのサッカーチームにおける分析として初めて報告

されて以降 60)、広く用いられるようになっている。 

 本研究の結果から、図 11 に示した通り、重症度が高い（治療期間が長い）も

のは肩関節脱臼・亜脱臼や膝 ACL 損傷であり、発生率が高いものは足関節捻挫
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であることがわかった。下肢運動器障害はシンスプリント、疲労骨折など部位や

診断ごとに個別に評価していたため、図 11 では浮かび上がってこないが、下肢

運動器障害をひとくくりとして検討すると、平均治療日数は 12.4 日ではあるが、

発生率は年間 1,000 人あたり 217.2 件であり、足関節捻挫の 2 倍にも及ぶ。今

後は、これらの運動器外傷・障害を中心に、危険因子について検討する必要があ

る。 

 

１－４－６ 運動器外傷・障害の予防に向けて 

 本研究の結果を受けて、今後、重症度が高いまたは発生率が高い運動器外傷・

障害で、予防に向けた危険因子の検討、介入研究を行っていく必要がある。重症

度が高い肩関節脱臼・亜脱臼、膝 ACL 損傷は、レスリング、柔道、ラグビー、

アメリカンフットボールのようなコンタクト強度が高い競技での発生が多く、

これらの競技を行う集団に対して介入を行う必要がある。発生率が高かった足

関節捻挫はその原因が多岐にわたるため介入が難しいと考えた。さらにその約 2

倍の発生率であった下肢運動器障害は、全学生が共通して行う訓練やランニン

グなどに起因しており、発生率が極めて高く、介入による予防が期待できること

から、第 2 章以降の研究では下肢運動器障害に焦点を絞って検討することとし

た。下肢運動器障害は女性に多く、時期は入学後 14 か月間に多く発生している
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ことが、これまでの本研究でわかった。そこで入学時にベースライン調査を行い、

前向き調査を行うことでその危険因子を明らかにすることができると考えた。 

 本研究は、通常に比して運動負荷が高い集団における解析であり、そのまま一

般の集団にあてはめることはできないが、自衛隊で新隊員を教育する部隊や、救

急隊や消防、警察といった、いわゆる first responder と呼ばれる、ある程度活動

性の高い集団にとっては参考になる有用なデータと考えられる。 

 

１－５ 小括 

 自衛隊教育機関の大学校生における運動器外傷・障害の発生状況について検

討した。スポーツに起因する運動器外傷・障害が多く、特に下肢の運動器外傷・

障害が半数以上を占めた。疾患別に発生率、重症度を合わせて検討すると、対象

とした集団においては、肩関節脱臼・亜脱臼、膝 ACL 損傷、足関節捻挫、下肢

運動器障害を中心に、その危険因子について検討する必要があると考えられた。  
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第 2 章 自衛隊教育機関の新入生における下肢運動器障害の危険因子 

２－１ 背景・目的 

 第 1 章で、本研究で対象としている集団において、下肢運動器障害の発生が

多いことが判明した。特に 1 年生、女子学生を中心に頻発していること、しかも

入学直後の 3か月間を中心として、入学後から 14か月間までに、男性では 41.6％、

女性では 53.0％に発生していた。 

 運動器外傷・障害の原因には、年齢や性別、体型、体組成、体力、筋力、解剖

学的特徴、技術、性格や心理などの内的要因と、防具や用具、天候や屋内・屋外

などの環境、指導者や指導法などの外的要因があり、それらが複合的に関与して

いる 61)。またこれらの要因は、体力や筋力あるいは用具、環境、指導法のように

介入や変更が可能なものと、年齢や性別、解剖学的特徴のように介入が不可能な

ものとが存在する 62)。 

 疲労骨折や MTSS、シンスプリントといった下肢運動器障害発生の危険因子

に関して、military population を対象としてこれまでに行われてきた調査による

と、女性 40) 41) 42) 63) 64) 65)、BMI の高低 66)、体力レベルの低い者 43) 67)、下肢の外

傷・障害の既往がある者 68) 69) 70)、月経異常がある者 71) 72)で、下肢運動器障害発

生が多いとされている。 

そこで、対象としている教育機関の新入生において、入学直後にこれらの要因
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についてベースライン調査を行い、14か月間の前向き調査を行うことによって、

下肢運動器障害発生の危険因子を明らかにすることを本研究の目的とした。 

 

２－２ 対象と方法 

２－２－１ 対象 

平成 29 年 4 月に大学相当の自衛隊教育機関に入学した学生のうち、他国から

の留学生を除く 471 名、男性 407 名、女性 64 名を対象とした。 

 

２－２－２ 研究方法 

対象者にベースライン調査として身体計測、体力測定、アンケート調査、骨量

測定を実施した。また、下肢運動器障害の発生状況について、平成 30 年 5月ま

での 14 か月間の前向き調査を実施した。 

 

２－２－３ 評価項目 

身体計測では身長と体重を計測し、body mass index（BMI）を算出した。ま

た、入学直後に実施された 50m 走、1,500m 走（女性は 1,000m 走）、懸垂（女

性は斜懸垂）、ボール投げ、立ち幅跳びの 5 種目の体力測定のデータを用いた。

対象とした集団では、これらの測定結果は所定の基準に基づいて得点化されて
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いるが、今回は測定結果そのものを用いて評価した。 

アンケート調査では、年齢、小学校から高等学校までの運動歴、捻挫・靱帯損

傷や骨折、疲労骨折など下肢運動器外傷・障害の既往歴を回答させた。女性には

初経年齢、入校前 1 年間の月経周期、月経期間について回答させた。アンケート

の回答内容のうち、運動歴の有無は、学校のクラブ活動やスポーツクラブ、道場

等に所属して、1 回 1 時間以上、週 2回以上の運動を、小学校では 4 年間以上、

中学校・高等学校では 2 年間以上行っていた者を運動歴ありと定義した。女性

が回答した月経に関する内容から、初経年齢が 15 歳以上（遅発月経）、月経周

期が 24 日以下（頻発月経）または 39日以上（希発月経）、月経期間が 8 日以上

（過長月経）を月経異常ありと定義して検討した。 

骨量測定は超音波踵骨測定装置（Achilles A-1000EXPⅡⓇ, GE Healthcare, 

Chicago, IL, USA）（図 17）を使用した。本装置により、超音波伝搬速度（speed 

of sound：SOS）、超音波減衰係数（broadband ultrasound attenuation：BUA）

が自動で測定され、これらから算出される stiffness 値の 3 項目について検討し

た。 

下肢運動器障害の発生状況の調査は、学内に併設された診療所の整形外科外

来のデータ（診療録および画像）を用いた。初診時に患者が記載した問診票を、

整形外科医が診察後に診断名を記入して保存した。受傷原因、部位、最終診断や
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治療内容について、診療録および画像検査データを確認して追跡調査を行った。 

 

２－２－４ 統計学的解析 

 危険因子の検討には、対象を下肢運動器障害の有無で 2 群に分け、各評価項

目についてカテゴリカルデータの比較はカイ 2 乗検定または Fisher の直接確率

検定を用い、連続データの比較には Wilcoxson の順位和検定を用いた。いずれ

も有意水準は 5%未満とした。また解析には JMP® Pro 13（SAS Institute Inc., 

Cary, NC, USA）を用いた。 

 

２－２－５ 倫理的配慮 

 本研究は、防衛医科大学校倫理委員会の承認（承認番号 2706）を得て、対象

者に説明を行い文書で同意を得た上で実施した。 

 

２－３ 結果 

２－３－１ ベースラインにおける各種評価項目の結果（表 2） 

 年齢は男性 18.3±0.5 歳、女性 18.4±0.8 歳であった。 

身体計測では、身長は男性 171.4±5.6 cm、女性 159.6±4.7 cm、体重は男性 

65.7±8.5 kg、女性 53.4±6.3 kg、BMI は男性 22.3±2.5 kg/m2、女性 21.0±2.3 
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kg/m2であった。 

 体力測定の結果は、50m 走は男性 7.3±0.4 秒、女性 8.6±0.5 秒、1,500m 走

（男性のみ）は 349.5±33.6 秒、1,000m 走（女性のみ）は 268.8±26.8 秒、懸

垂（男性のみ）は 5.5±4.5 回、斜懸垂（女性のみ）は 32.7±16.5 回、ボール投

げは男性 41.7±12.1 m、女性 22.4±8.1 m、立ち幅跳びは男性 238.2±18.6 cm、

女性 188.8±15.4cm であった。 

小学校で運動歴があった者が男性 231 名（57.9％）、女性 39 名（63.9％）、中

学校で運動歴があった者が男性 346名（86.7％）、女性 45 名（73.8％）、高等学

校で運動歴があった者が男性 280 名（70.2％）、女性 23 名（62.3％）であった。 

下肢になんらかの外傷・障害の既往があった者は、男性 92 名（22.6％）、女

性 13 名（20.3％）であった。 

女性のみに質問した月経関連の項目については、初経年齢は平均 12 歳 7 か月

で、15 歳以降に初経があった遅発月経の者は 3 名、月経周期が 24 日以下また

は 39 日以上であった者は 13 名、月経期間が 8 日以上であった者は 4 名で、い

ずれかで異常を認めた 18 名を、月経異常ありとして以下の検討を実施した。 

 骨量測定の結果、SOS は男性 1610±41.8 m/sec、女性 1606.1±30.8 m/sec、

BUA は男性 128.3±14.3 dB/MHz、女性 120.1±11.5 dB/MHz、stiffness値は

男性 116.3±18.3、女性 109.6±12.8であった。 
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２－３－２ 下肢運動器障害の発生状況 

 調査期間中の 14 か月間に 79 名（対象の 16.8％）に 112 件の下肢運動器障害

が発生していた。同期間に男性 55 名、女性 11 名が退学し調査から脱落したが、

以降の解析には組み入れて検討した。発生率（年間 1,000 人あたり）は 223.6 件

であった。性別に検討すると、男性 57 名（対象の 14.0％）に 73 件、女性 22 名

（対象の 34.4％）に 39 件発生しており、男女間で有意差を認めた。発生率（年

間 1,000 人あたり）は男性 168.6 件、女性 574.9 件であった。 

 発生時期は入学直後の 3 か月間に 34 件（30.4％）が発生しており、特に女性

では 22 件（56.4％）と集中していた（図 18）。 

 下肢運動器障害の原因は、訓練 49 件（43.8％）が最も多く、クラブ活動 20

件（17.9％）、日常生活 20 件（17.9％）、体力トレーニング 16 件（14.3％）の

順であった。訓練の内訳は、走動作を中心とした訓練による受傷が 27件（55.1％）、

行軍・行進訓練が 15 件（30.6％）であった。体力トレーニングのうち 15 件（93.8％）

は走動作を中心としたトレーニングであった。 

 下肢運動器障害の部位は、膝関節が最も多く 43 件（38.4%）で、下腿 33 件

（29.5％）、足部・足趾 17 件（15.2%）と続いた。代表的な診断名としては、膝

蓋靱帯炎や腸脛靭帯炎など膝関節周囲の腱炎・腱周囲炎が 30 件、シンスプリン

ト 18 件、アキレス腱（周囲）炎、後脛骨筋腱炎、腓骨筋腱炎など足関節・足部
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の腱炎・腱周囲炎が 16 件、疲労骨折が 7 件であった。疲労骨折は男性 3 名に 3

件、女性 4 名に 4 件が発生していた。疲労骨折の部位は、脛骨骨幹部が 5 件、

大腿骨骨幹部と中足骨が 1 件ずつであった。疲労骨折とシンスプリントを合わ

せ、bone stress injury（BSI）としてまとめると、18 名に 25 件発生しており、

男性 7 名に 8 件、女性 11 名に 17 件が発生していた。 

 

２－３－３ 下肢運動器障害の発生と各種評価項目の関係（表 3,4） 

 ベースラインの身体計測の結果との関連では、女性では体重と BMI が低値の

者に有意に下肢運動器障害が発生していた。一方で男性ではいずれの項目にも

有意な差は認めなかった。 

 体力測定の結果について検討すると、男性において懸垂の回数が少ない者、女

性において 50m 走のタイムが遅い者、ボール投げの距離が短い者、立ち幅跳び

の距離が短い者で有意に下肢運動器障害が多く発生していた。 

 小学校で運動歴があった男性に有意に下肢運動器障害が多く発生していたが、

男性の中学校、高等学校、女性のいずれの年代の運動歴の有無でも有意な差は認

めなかった。 

 男女ともに既往歴の有無で、下肢運動器障害の発生に有意差は認めなかった。 

 女性では月経異常がある者に有意に下肢運動器障害の発生が多かった。 
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 QUS 法の計測結果は、男女ともにすべての下肢運動器障害の発生、疲労骨折

の発生、疲労骨折にシンスプリントを加えた BSI の発生の有無、いずれの検討

項目においても有意差を認めなかった（表 5）。 

 

２－４ 考察 

 下肢運動器障害の危険因子に関する報告は種々あるが、本邦においてはスポ

ーツチームにおける調査が多く、その対象人数は少なく、単に下肢運動器障害の

発生をアンケートで聴取しているものが多い。一方、国外に目を向けると、本邦

と同様にアスリートを対象とした調査に加え、各国の陸海空軍・海兵隊等の

military population を対象とした報告が多い。本研究と同等の組織である米陸軍

士官学校においても類似の調査が行われ、overuse による障害が多く発生してい

た。さらに、標準化された訓練を行い、外傷・障害の発生や治療についても追跡

が容易であることから、その危険因子を検討するには有用な集団であるとも述

べられている 73)。今回、われわれも本邦において初めての大規模な集団におけ

る、下肢運動器障害の危険因子を検討する 14 か月間の前向き調査を実施した。 

 これまでに報告されている下肢運動器障害の危険因子である、性別、BMI、体

力レベル、既往歴、月経異常について検討したところ、女性、BMI 低値、体力

測定の結果が劣る者、月経異常のあった者での発生が多かったが、既往歴の有無
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では有意差を認めなかった。また、小学校での運動歴がある男性で有意に障害の

発生が多いという、一般的に考えられる仮説とは反対の結果が得られたが、運動

歴の有無だけで検討したことが影響した可能性がある。運動にはサッカー、ラグ

ビーなど走る動作を要する種目、バレーボールやバスケットボールのように跳

ぶ動作を要する種目、弓道などほぼ静止状態で行う種目など様々な種目がある。

また、全国大会のトップレベルで活躍した者もいれば、地区の大会に出場したと

いうレベルの者まで競技レベルは様々である。これらを全てひとくくりに運動

歴の有無という評価をしているという点に問題がある。この点を考慮すると、中

学校、高等学校での運動歴についても異なる結果となる可能性があり、今後より

詳細な検討を要する。 

 疲労骨折は下肢運動器障害の中でも治療期間が長くなり、症例によっては手

術を要することもある。そこで疲労骨折に焦点を当てて、他の危険因子を明らか

にすることとした。疲労骨折や MTSS の発生には低骨密度が関連するとの報告

がある 74)。骨密度の測定の gold standard は、二重エネルギーX 線吸収測定（dual-

energy X-ray absorptiometry：DEXA）法であるが、この方法は、放射線被曝を

伴い、遮蔽された施設が必要で、機器の取り扱いには資格が必要であり、スクリ

ーニングには適さない。本研究の目的は危険因子を明らかにして、予防につなげ

ることであり、そのためには対象者への侵襲は避け、短時間に簡便にスクリーニ
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ングできる方法が望ましいと考え、骨粗鬆症のスクリーニングとして実臨床で

も用いられている QUS 法を用いることとした。QUS 法の結果と喫煙や運動歴

など個々の危険因子と組み合わせて検討することで疲労骨折をスクリーニング

できるという報告はあるが 75)、シンスプリントを含めて検討した報告はない。

今回の検討では疲労骨折のみ、シンスプリントも加えた BSI の有無、いずれに

おいても、QUS 法で測定された各パラメーターとの関連は認めなかったが、症

例数が少なかったこともその一因と考えられ、今後のさらなる検討が必要であ

る。 

 月経異常の既往を有する女性に有意に下肢運動器障害が発生していた。これ

はこれまでの報告 71)72)と同様の結果であった。Gibbs らは、初経発来が遅い者や

原発性無月経の者では低骨量のリスクが 4 倍であると報告している 76)。Shaffer

らは米海兵隊の女性で過去 1 年間に月経がなかった者で有意に下肢の疲労骨折

の発生が多いと報告し 72)、Winfield らは過去 1 年間の月経回数が 9 回以下の者

でも有意に下肢疲労骨折が多いと報告している 71)。こうした月経異常により低

エストロゲン血症が続発し、さらに骨密度が低下することが下肢運動器障害に

含まれる疲労骨折の発症に関与していると考えられている 72)77)。しかしながら

本研究では、月経異常の既往を有する女性と月経異常の既往を有しない女性と

で、QUS 法で測定された各パラメーターとの関連は認めなかった。楳村は、無
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月経、低エストロゲン状態でも、運動負荷の効果により骨密度が保たれる場合が

あると報告している 78)。運動歴との関連も含めて検討することが今後の課題と

考えられた。 

 今回、女性において BMI低値が危険因子の一つであるとの結果が得られたが、

BMI は身長と体重のみで算出されるものであって、体内の脂肪量や筋肉量の違

いなどは評価できていない。実際に、Havenetidis らも、BMI だけでは運動器外

傷・障害発症の予測には不十分で、体組成の評価を行うことを推奨すると報告し

ており 65)、今後の検討項目に追加することとした。体組成の評価方法としても

DEXA 法が行われることが多いが、やはり先述のような被曝、設備の問題から、

大規模な集団に対するスクリーニングとして使用することは難しい。侵襲がな

く、短時間に体組成を計測できるものとして、生体電気インピーダンス

（bioelectrical impedance analysis：BIA）法がある。そこで、次の研究では BIA

法を用いて下肢運動器障害との関連について検討した。また今回検討したもの

以外に下肢運動器障害の危険因子と考えられるものも追加して検討した。 

 

２－５ 小括 

 自衛隊教育機関の新入生を対象に下肢運動器障害の発生状況とその危険因子

について 14 か月間の前向き調査を実施した。入学後 3 か月以内で、女性で有意
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に発生率が高く、BMI 低値の女性、体力測定の種目のうち懸垂の結果が劣る男

性、50m 走、立ち幅跳び、ボール投げの結果が劣る女性に有意に発生率が高か

った。また、月経異常を有する女性にも有意に多く発生していた。 
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第 3 章 自衛隊教育機関の新入生における下肢運動器障害の危険因子 

～体組成、靴と足のサイズのミスマッチによる影響に関する検討～ 

３－１ 背景・目的 

 第２章において、大学相当の自衛隊教育機関の新入生における下肢運動器障

害発生の危険因子を調査した。女性では BMI 低値、月経異常がある者で有意に

発生が多く、男女で種目は異なるが体力レベルが劣る者に発生が多いことが示

唆された。一方、BMI だけでは運動器外傷・障害の予測には不十分であるとい

う報告もあり 65)、生体電気インピーダンス（bioelectrical impedance analysis：

BIA）法を用いた体組成計測を行うことで、筋肉量や脂肪量などどのパラメータ

ーが下肢運動器障害の発生に影響しているかを検証することを目的にさらに研

究を進めた。 

 また、下肢運動器障害の発生に足部の形態や靴が影響するとの報告は多い 79) 

80) 81) 82)。実臨床上も靴と足のサイズのミスマッチが、足部を中心とした下肢運

動器障害を引き起こしている症例をしばしば経験する。本研究で対象としてい

る集団は、同一の規格である革靴（短靴）（図 19）を履いて、運動や訓練の時間

を除いた 1 日の大半を過ごしている。この短靴は、学生本人が希望の長さを選

択して、入学時に防衛省より貸与されるものである。今回貸与された短靴と足の

サイズの適合性を検討項目の一つとして加え、そのミスマッチが下肢運動器障
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害発生に関連するか否かを明らかにすることを目的として本前向き調査を実施

した。 

 

３－２ 対象と方法 

３－２－１ 対象 

平成 30 年 4 月に大学相当の自衛隊教育機関に入学した学生のうち、他国から

の留学生を除く 531 名、男性 461 名、女性 70 名を対象とした。 

 

３－２－２ 研究方法 

対象者にベースライン調査として身体計測、体力測定、アンケート調査、骨量

測定、足型計測を実施した。また、下肢運動器障害の発生状況について、平成 30

年 12 月までの 9 か月間の前向き調査を実施した。 

 

３－２－３ 評価項目 

身体計測では身長を計測し、BIA 法を用いて体組成を測定した。測定機器は

MC-780AⓇ（TANITA, 東京）（図 20）で、体重、体脂肪率、除脂肪量、筋肉量、

四肢それぞれの筋肉量を計測した。身長と体重から BMI を算出し、四肢の筋肉

量の和を身長の 2 乗で除して skeletal mass index：SMI を算出した。 
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足型計測は、三次元自動足型計測機（JMS-2100Ⓡ, ドリームジーピー, 大阪）

（図 21）を用いて、自然立位で、片足ずつ、両足の足部形態を計測した。計測

されたパラメーターのうち、足長、足囲を解析に使用した。靴と足のミスマッチ

を評価する上で、足長は左右のうち長い方を各個人特有のパラメーターとして

採用し、足長よりも小さい短靴を履いていた群（S 群）、短靴が足長よりも 0-

10mm 大きかった群（F 群）、短靴が足長よりも 10mm より大きかった群（L 群）

に分類した。足囲は計測された数値から自動的に算出される至適な靴のウィズ

（width）を使用した。ウィズは日本工業規格（Japanese Industrial Standards：

JIS）により定められた靴の幅の指標であり、ウィズの小さい方から A、B、C、

D、E、2E、3E、4E、F、G の順に大きくなるようにカテゴリー分けされている。

今回は、左右のウィズのうち大きい方を各個人特有のパラメーターとして採用

した。また対象集団で使用する革靴（短靴）は男女ともにすべて 3E という統一

規格で作成・貸与されており、学生が選ぶ事はできない。計測による各個人の至

適な靴のウィズが、短靴の実際のウィズすなわち 3E よりも、2 サイズ以上小さ

い（A～E：W 群）、1 サイズ差以内（2E～4E：A 群）、2 サイズ以上大きい（F,G：

N 群）に分けて検討した。 

下肢運動器障害の発生状況の調査は、学内に併設された診療所の整形外科外

来のデータ（診療録・画像）を用いた。初診時に患者が記載した問診票を、整形
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外科医が診察後に診断名を記入して保存した。受傷原因、部位、最終診断や治療

内容について、診療録および画像検査データを確認して追跡調査を行った。 

 

３－２－４ 統計学的解析 

 危険因子の検討は、下肢運動器障害の有無で 2 群に分け、各評価項目につい

てカテゴリカルデータの比較はカイ 2 乗検定または Fisher の直接確率検定を用

い、連続データの比較には Wilcoxson の順位和検定を用いた。いずれも有意水

準は 5%未満とした。また解析には JMP® Pro 13（SAS Institute Inc., Cary, NC, 

USA）を用いた。 

 

３－２－５ 倫理的配慮 

 本研究は、防衛医科大学校倫理委員会の承認（承認番号 2878）を得て、対象

者に説明を行い文書で同意を得た上で実施した。 

 

３－３ 結果 

３－３－１ ベースラインにおける各種評価項目の結果（表 6） 

 身体計測では、身長は男性 171.2±5.5 cm、女性 157.5±4.9 cm、体重は男性 

65.9±8.4 kg、女性 53.2±6.7 kg、BMI は男性 22.5±2.5 kg/m2、女性 21.4±2.3 
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kg/m2、脂肪量は男性  10.2±4.4 kg、女性  14.8±4.3 kg、体脂肪率は男性 

15.1±5.0％、女性 27.4±4.8％、筋肉量は男性 52.8±5.0kg、女性 36.2±2.9kg、

四肢の筋肉量の総和を身長（m）の 2 乗で除した SMI は男性 9.1±0.8 kg/m2、

女性 7.4±0.5 kg/m2であった。 

 三次元自動足型計測機による足型計測の結果と短靴のサイズとのミスマッチ

を、足長により分類した各群は、S 群 34 名（男 27 名、女 7 名）、F 群 261 名

（男 217 名、女 44 名）、L 群 226 名（男 208 名、女 18 名）、ウィズにより分

類した各群は、W 群 181 名（男 141名、女 40 名）、A 群 311 名（男 282名、

女 29 名）、N 群 29 名（男 29 名、女 0 名）であった。 

 

３－３－２ 下肢運動器障害の発生状況 

 調査期間中の 9 か月間に 80 名（対象の 15.1％）に 104 件の下肢運動器障害が

発生していた。同期間に男性 27 名、女性 2 名が退学し調査から脱落したが、以

降の解析には組み入れて検討した。発生率（年間 1,000 人あたり）は 261.1件で

あった。性別に検討すると、男性 60 名（対象の 13.3％）に 79 件、女性 20 名

（対象の 29.0％）に 25 件発生しており、男女間で有意差を認めた。発生率（年

間 1,000 人あたり）は男性 233.0 件、女性 483.1 件であった。 

 発生時期は入学後 4 か月間に 64 件（9 か月間の発生数の 61.5％）、男性 49 件
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（同 62.0％）、女性 15 件（同 60.0％）が発生していた（図 22）。 

下肢運動器障害の原因は、訓練 34 件（32.7％）が最も多く、体力トレーニン

グ 29 件（27.9％）、クラブ活動 17 件（16.3％）の順であった。訓練の内訳は、

走動作を中心とした訓練による受傷が 19 件（55.9％）、行軍・行進訓練が 8 件

（23.5％）であった。体力トレーニングのうち 28 件（96.6％）は走動作を中心

としたトレーニングであった。 

下肢運動器障害部位の内訳は、膝関節が最も多く 36 件（34.6%）で、足部・

足趾 23 件（22.1%）、下腿 33 件（19.2％）と続いた。代表的な診断名としては、

膝蓋靱帯炎や腸脛靭帯炎など膝関節周囲の腱炎・腱周囲炎が 27 件、シンスプリ

ント 9 件、アキレス腱（周囲）炎、後脛骨筋腱炎、腓骨筋腱炎など足関節・足

部の腱炎・腱周囲炎が 13 件、疲労骨折が 12 件であった。疲労骨折は男性 10 名

に 10 件、女性 2 名に 2 件が発生していた。疲労骨折の部位は、脛骨骨幹部が 5

件、恥骨と中足骨が 3 件ずつ、脛骨近位部が 1 件であった。 

 

３－３－３ 下肢運動器障害の発生と各種評価項目の関係（表 7） 

 下肢運動器障害は、女性に有意に多く発生していた。 

 身体計測、BIA 法を用いた体組成計測の各項目について検討すると、男性では

いずれの項目においても有意な差は認めなかったが、身長の低い者、筋肉量の少
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ない者に発生率が高い傾向を認めた。女性では、体重が軽い者で有意に発生率が

高く、BMI が低い、脂肪量、筋肉量が低い者に発生率が高い傾向であった。下

肢に疲労骨折を起こした者を抽出して検討した場合、男性では筋肉量が少なく、

SMI が低い者に有意に多く発生していることがわかった。女性ではいずれの項

目も有意な差は認めなかった（表 8）。これは症例数が少ないことが影響してい

る可能性がある。 

 三次元自動足型計測機を用いて計測した各群の下肢運動器障害の発生率は、

足長のミスマッチによる分類では、S 群 17.6％（男 18.5％、女 14.3％）、F 群 

12.3％（男 9.2％、女 27.3％）、L 群 18.1％（男 16.3％、女 38.9％）であり、

長さが適切と考えられる F 群での発生率が最も低かったが有意差は認めなかっ

た。ウィズのミスマッチによる分類では、W 群 19.9％（男 15.6％、女 35.0％）、

A 群 13.2％（男 12.4％、女 20.7％）、N 群 6.9％（男のみ）であり、短靴のウ

ィズ 3E に比して至適なウィズが小さい者、つまり足囲に余裕のある者に発生率

が高い傾向は認めたが有意差は認めなかった。さらに、ウィズが合っている A 群

の中で、足長のミスマッチによる分類別の下肢運動器障害の発生率は、S 群 7.1％、

F 群 8.5％、L 群 17.9％であり、Cochran-Armitage の傾向検定を用いると、短

靴に比して足長が長くなるほど発生率が高くなる傾向を認めた。また、長さが合

っている F群の中で、ウィズの差の分類別の発生率は、W群 18.0％、A群 8.5％、
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N 群 0％であり、同様に Cochran-Armitage の傾向検定を用いると、足囲にギャ

ップが生じるにつれて発生率が高くなる傾向を認めた（表 9）。 

 

３－４ 考察 

 第 2 章に引き続き、同じ大学相当の教育機関において、第 2 章で対象とした

学生とは異なる翌年の新入生を対象として下肢運動器障害の危険因子について

検討した。第 2 章では 14 か月間の前向き調査として実施したが、本章では 9 か

月時点での結果として報告した。対象者数と期間の違いはあるが、年間 1 人あ

たりの発生率として比較すると、第 2 章で検討した平成 29 年度の新入生では年

間 1,000 人あたり 223.6 件で、本章で検討した平成 30 年度の新入生では年間

1,000 人あたり 261.1 件でありやや高くなっていた。 

 今回の対象集団においても、女性に有意に発生率が高いことがわかった。これ

は第 1 章の平成 21 年度から 28 年度の新入生の調査の結果とも矛盾しない。 

 女性で体重の軽い者に下肢運動器障害が有意に多く発生していたが、体組成

との関連では、BIA 法により測定された体脂肪率、脂肪量、筋肉量、四肢の筋肉

量を身長で補正して算出した SMI のいずれにおいても男女とも有意な差は認め

なかった。ただし、男性で筋肉量が少ない者、女性で脂肪量、筋肉量が少ない者

で発生率が高い傾向を認めた。疲労骨折が発生した症例に限定すると、男性で体
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重、筋肉量が少ない者、SMI の低い者で有意差を認め、女性ではいずれの項目

も有意差は認めないという異なる結果が得られた。これは、今回の一連の検討で

は、下肢運動器障害として部位や診断に関わらず、ひとくくりにして検討してい

ることが影響している可能性がある。部位や診断ごとに検討した場合、検討する

対象者数が少なくなってしまい、充分な検出力が得られないため、今後さらにデ

ータを蓄積して検討する必要がある。 

 靴と足のサイズのミスマッチと下肢運動器障害の関連について詳細に検討し

た報告は少なく、本邦ではラグビー選手やサッカー選手のスパイクと足のサイ

ズの関係について、小規模な集団で検討された報告が散見されるだけである 83) 

84) 85)。海外では military population における調査で、靴と足のサイズのミスマッ

チが下肢障害に関連するとの報告がある 86)87)。本研究は、大規模な集団を縦断的

に追跡した本邦で初めての調査であり、さらに下肢運動器障害の有無を整形外

科医が診断している点も本研究の強みである。本研究の対象集団は、定められた

仕様に基づき作成された短靴を、学生本人が希望の長さを選択して入学時に貸

与される。ただし、ウィズは 3E で統一されており選択できない。運動や訓練の

時間を除いた一日の大半をこの短靴を履いて過ごすため、このミスマッチが下

肢運動器障害の一因になるのではとの仮説を立てた。足部形態の評価、計測方法

としては、巻き尺等で直接計測する方法、foot print を評価する方法 88)、Foot 
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Posture Index（FPI）を評価する方法 89)、navicular height を計測する方法 90)な

ど様々な方法があるが、いずれもその計測、評価に時間を要する。近年、三次元

自動足型計測機による足型計測の報告が増えている 91) 92) 93)。今回われわれが使

用した機器は小型で持ち運びが容易で、レーザーが足の周りを一周して表面形

状を自動で計測し、要する時間は片足約 10～15 秒である。したがって短時間で

多くの人数の計測が可能であり、場所の制限はなく、機器の操作に資格を要しな

いため、スクリーニングツールとして有用であると考えた。 

 短靴と足のサイズのミスマッチと下肢運動器障害の発生率について、ウィズ

が適合している A 群の中で足長のミスマッチとの関連を検討すると、10mm よ

り長い靴を履いている学生に有意に多く障害が発生していた。次に、短靴が足長

よりも 0-10mm 大きかった F 群の中でウィズのミスマッチとの関連を検討する

と、ウィズの大きい学生に有意に多く発生していた。これらの結果からは、足囲

がフィットしている状況では足長に比して長い靴を履いている者に、足長がフ

ィットしている状況では足囲に余裕がある者に有意に下肢運動器障害が発生し

ており、長さ、足囲いずれをもフィットさせることが望ましいと考える。今回の

検討では、アウトカムを下肢運動器障害の発生としているが、同じ対象を用いて、

短靴を使用した最初の 2 週間での足の痛みといった自覚する症状や靴擦れの発

生を自記式に回答させた調査では、「十分な」試し履きをした者は、「一応」試し
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履きをした者に比して、自覚するトラブルが少ないことが明らかとなり、定量的

な評価ではないものの、十分な試し履きにより、より足に合った靴を選択する事

の重要性が確認された 94)。しかしながら、十分な試し履きをしても、足囲の大

きい者は長い靴を選択して代償することはできるが、足囲の小さい者はそれを

代償できる靴はない。1 つの長さに対して、複数のウィズが選択できるようにす

ることが望ましいが、靴の選択がより煩雑になること、靴の制作にコストがかか

る、早急な改善は難しいという問題点もあり、現時点ではインソールで調整する

などの対処が必要と考えられる。 

 本研究の限界として、下肢運動器障害の原因となる事象全てで短靴を履いて

いたわけではないため、短靴と足のサイズのミスマッチが下肢運動器障害の原

因であるとは断定できない。しかしながら、林らは、足長、足囲のサイズに比し

て靴のサイズが大きくなることで、腓腹筋の筋活動、蹴り出し力のピーク値、接

地時間等に影響を与えると報告している 95)。また足のサイズに比して大きい靴

を履くと、スリッパを履くのと同様に、靴が脱げないように足関節を背屈するた

め前脛骨筋にも負荷がかかるとも推察できる。1 日の大半をサイズが合わない短

靴を履いて過ごすことで、腓腹筋、前脛骨筋を中心として疲労が蓄積し、短靴を

履かずに行う運動や訓練にも影響した可能性もあると推測している。 
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３－５ 小括 

 自衛隊教育機関の大学新入生における下肢運動器障害の危険因子について検

討した。女性で有意に発生率が高く、特に体重の軽い女性で有意に発生率が高か

った。筋肉量が少なく、SMI の低い男性で疲労骨折の発生が多かった。支給さ

れた短靴と足のサイズのミスマッチが下肢運動器障害の一因となり得る可能性

が示唆された。本研究の結果を、危険因子を有する者への啓発を含めた対策の基

礎資料としたいと考えている。  
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第４章 総括 

 長期かつ縦断的に追跡が可能という特長を有する、大学相当の自衛隊教育機

関に所属する集団を対象に、第 1 章において、まずは運動器外傷・障害の発生状

況についての疫学調査を行い、発生率と重症度から、今後の予防に向けて、重点

的に対応する必要がある運動器外傷・障害を抽出した。発生率が高かった下肢運

動器障害や足関節捻挫、重症度が高かった膝 ACL 損傷や肩関節脱臼・亜脱臼に

ついて予防に向けた検討・施策が必要と考えられた。膝 ACL 損傷や肩関節脱臼・

亜脱臼はアメリカンフットボールやラグビー、柔道、レスリングなどのコンタク

ト強度が高いいわゆるコリジョンスポーツにおいて発生が多く、これら特定の

集団への対策が特に重要になる。一方、下肢運動器障害は発生率が極めて高く、

全学生が共通して行う訓練やランニングなどで発生し、特に入学後 14 か月以内

に発生が多いことがわかった。第 2 章以降ではこの下肢運動器障害に焦点を当

てて危険因子について検討を行った。 

 第 2 章、第 3 章の検討間で、下肢運動器障害の発生が女性に多いことは共通

していた。入学前の運動歴について第２章の対象者の男女間で比較検討すると、

女性に有意に運動歴が少なく、こうした男女が共通のカリキュラムのもと訓練

を行っていることが、障害発生要因の一つと考えられる。男女が別々にトレーニ

ングを受けた場合、障害発生率に性差はなかったとの報告もあり 96)、今後訓練
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カリキュラムを男女別にする等の配慮が必要と考えられる。 

また、入学時点で月経異常の既往を有する学生にも有意に下肢運動器障害の

発生が多いことが明らかになった。入学時に月経異常の有無（既往歴も含む）に

ついて確認し、必要に応じて婦人科受診を勧めるなど対応が必要と考えられた。

入学時に月経異常がなくても、環境の変化に伴い異常をきたすようになる可能

性もあり、女子学生に対するきめ細やかかつ継続的な対応が必要と考えられた。 

 下肢運動器障害の発生時期について、第 2 章と第 3 章とでは若干の差はある

が、入学後の 3～4 か月に多いという傾向は変わらなかった。短期間の基礎トレ

ーニングを受けた新隊員の調査でも、入隊後間もない時期に発生が多いことが

報告されている 41, 97)。これは運動の量や強度が急激に増加することや、睡眠や

休息、靴など様々な環境の変化が大きな要因と考えられている 22)。運動量の過

多は外傷・障害のリスクを高める一方で、必ずしもフィットネスレベルを上げな

いとも言われており 98)、入隊後（入学後）のランニングや行軍の距離や頻度は、

急激にかつ過度に増やさず、緩徐に増やした方がよいとの報告が多い。本研究で

対象とした集団においても、入学後の生活環境や訓練内容への配慮が必要と考

える 21) 22)。 

 第 2 章で体力レベルの差が下肢運動器障害発生に関連していることが示唆さ

れた。同性間でも入学前の運動歴の違いが体力レベルの差につながっているこ
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とは明らかであった。入学時に行っている体力測定の結果をもとに、体力レベル

に応じた強度の運動や訓練を実施することが下肢運動器障害の予防につながる

可能性がある。 

 体組成計測の結果と下肢運動器障害の発生に有意な関連は認めなかったが、

筋肉量の少ない男子学生に有意に疲労骨折が多いことが明らかとなった。今回

は検討できていないが、体組成の結果と運動歴、体力レベルは関連するとも考え

られ、入学時の体力レベルに応じた訓練レベルを設定するなどの対応で疲労骨

折を予防できる可能性があることを強調したい。 

 靴と足のサイズのミスマッチ、つまり足長に比して長い靴を選択した者や、支

給された短靴に比して足のウィズが小さい者に有意に障害が発生していたこと

から、十分な試し履きによる適切な靴のサイズの選択の重要性について指導を

行う必要がある。 

今回は各章において体力レベル、運動歴、体組成、靴と足のサイズのミスマッ

チなどを個別に解析したが、効果的な予防介入のためには、一つ一つの危険因子

の単独作用のみならず、複数の危険因子の相互作用を解明する必要がある 99)。 

 本研究の限界として、組織の特性上、大学に入学する段階で、規則等により特

定の既往症がある者は不合格となり除外されていることが挙げられる。例えば、

運動器領域であれば、腰痛を繰り返している者、関節の反復する脱臼の既往があ



57 
 

りながら未治療の者、関節可動域に著明な制限があったり、運動器に痛みを有し

たりしているために日常生活や運動に支障をきたしている者は選考基準を満た

さずに入学できないため、対象に選択バイアスが存在する可能性は否定できな

い。次に、学内に診療所があるため、一般的な病院・診療所への受診に比して安

易に受診が可能であるため、軽微な外傷・障害まで拾ってしまうという問題があ

る。また今回の対象集団は長期に追跡が可能ではあるものの、あくまで卒業まで

の追跡調査である。例えば ACL 損傷患者では、業務やスポーツ復帰後の再受傷

や反対側の受傷 100)、長期経過後の関節症性変化と、それに伴う QOL の低下な

ど問題が危惧されるが 101)、こうした点については検討できていない。したがっ

て、今後は卒業後の職務への制限や離脱などに関する継続的な調査が必要であ

ると考えている。 

本研究の結果のうち、第 1 章の疫学調査の結果は一般の集団に直接あてはめ

ることはできないが、第 2 章、第 3 章の下肢運動器障害の危険因子についての

検討結果は、first responder などのある程度活動性が高く下肢運動器障害の発生

が多い集団においては参考になる有用なデータと考えられる。  
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第５章 結論 

１ 大学相当の自衛隊教育機関において、運動器外傷・障害の発生率は年間 1 人

あたり 0.98 件であった。スポーツ競技やランニング、体育や訓練などの身体

活動に伴うものが多かった。 

 

２ 下肢運動器障害、足関節捻挫の発生率が高く、肩関節脱臼・亜脱臼、膝 ACL

損傷では治療期間が長く、これらの外傷・障害をターゲットとした危険因子の

検討とその予防策が必要と考えられた。 

 

３ 下肢運動器障害は、女性、特に入校前までに月経異常の既往がある女性に有

意に多く発生していた。また、男女とも体力レベルの劣る者にも発生が多い傾

向を認めた。 

 

４ 下肢運動器障害は体重が軽い女性に有意に多く発生し、男女とも筋肉量が

少ない者に発生が多い傾向を認めた。 

 

５ 靴と足のサイズのミスマッチが、下肢運動器障害の発生の一因となる可能

性が示唆された。 
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６ 本研究の結果を今後の下肢運動器障害の予防に役立てたい。 
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図説明文 

図１ 運動器外傷・障害の発生率の推移 

平成 21 年度から 28 年度にかけて、男女ともに発生率（年間 1 人あたり）は減

少していた。男性では平成 21 年度 1.38 から平成 28 年度 0.67 と半減し、女性

は 1.25 から 0.79 と約 37％の減少であった。平成 26 年度以降は女性の方が発生

率が高くなった。 

 

図２ a-d 運動器外傷・障害の学年・性別発生率の推移 

平成 21 年度から 28 年度にかけて、各学年、男女ともに発生率は減少したが、1

年生女性の発生率の減少は鈍く、平成 25 年度以降は最も発生率が高くなってい

る。 

 

図３ 運動器外傷の性別発生率の推移 

平成 21 年度から 28 年度にかけて、外傷の発生率は男性で約 60％、女性で約

50％減少していた。 

 

図４ 運動器障害の性別発生率の推移 

平成 21 年度から 28 年度にかけて、男女とも障害の発生率は緩徐に減少してい

るが、いずれの年度も女性が男性に比して発生率が高い状態が続いていた。 
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図５ 運動器外傷・障害の原因 

クラブ活動が 8,066 件（53.4％）で最も多く、訓練 2,165 件（14.3％）、体力ト

レーニング 1,237 件（8.2％）と続いた。約 90％はスポーツ活動や訓練に起因す

るものであった。 

 

図６ クラブ活動の競技別・性別の運動器外傷・障害の発生率 

アメリカンフットボール、柔道、レスリングといったコンタクト強度の強いスポ

ーツでは、年間 1 人あたりの発生率が 1.0 件を超えていた。 

 

図７ 運動器外傷・障害の発生時期 

4～6 月と 9～11 月にかけて件数が多くなっていく時期があり、12 月から 3 月

にかけては大きな変動は認めなかった。クラブ活動のシーズンや訓練の時期に

連動していた。 

 

図８ 運動器外傷・障害の性別発生時期 

入学から卒業までの 48 か月間の中で、男性は概ね毎学年の 4～6 月、9～11 月

に発生率が高くなっているが、女性では 1 年生に発生率が高い時期が集中し、

特に 1 年生の 6 月と 2 年生の 4 月では月間 1,000 人あたり 200 件近い運動器外

傷・障害が発生していた。 
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図９ 運動器外傷・障害の発生部位 

膝関節 2,286 件（15.1％）が最も多く、足関節 2,056 件（13.6％）、手指 1,857

件（12.3％）、足部・足趾 1,846 件（12.2％）の順に多く、下肢が 8,106 件（53.7％）

と半数以上を占めていた。外傷に限ると、手指が最も多く、足関節、足部・足趾、

膝関節の順であった。障害に限ると、膝関節が最も多く、腰部・腰椎、足部・足

趾、下腿の順であった。 

 

図１０ 運動器外傷・障害の治療期間 

治療期間は、1 週間以内が 8,899 件（58.9％）であり、4 週間以内だったものは

12,663 件（83.8％）であった。一方で、3 か月以上要したものが 706 件（4.7％）

存在した。 

 

図１１ 運動器外傷・障害の診断別発生率と治療期間の関係 

発生率は足関節捻挫、腰痛症、手指関節捻挫、足部・足趾打撲、手指打撲、手関

節捻挫、膝関節打撲の順に高いが、いずれも平均治療日数は 30日以下であった。

一方で、いずれも発生率は年間 1,000人あたり 10 件以下であったが、肩関節脱

臼・亜脱臼で手術を行った例では約 14 か月、膝前十字靭帯損傷では約 11 か月

という長期間の治療を要した。さらに発生率は低いが、上腕骨骨折、下腿骨骨折、

舟状骨骨折も長期の治療を要していた。 
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図１２ 膝前十字靭帯損傷の競技別発生率 

年間 1,000 人あたりの発生率は、女子柔道で 32.3 件と最も高く、次いで女子体

操 27.0 件、男子柔道 18.5 件、アメリカンフットボール 17.0 件、レスリング 

15.0 件の順であった。 

 

図１３ 肩関節脱臼の競技別発生率 

5 件以上発生した競技において、年間 1,000 人あたりの発生率は、相撲で 63.6

件、レスリングで 52.6 件、ラグビー 41.4 件、アメリカンフットボール 38.6 件

の順で続いていた。女性は 5 件以上発生した種目がなかった。 

 

図１４ 下肢運動器障害の性別発生時期 

入学から卒業までの 48 か月間の中で、男女ともに 2 年生の 4 月に最も発生率が

高く、3 年生の 1 月から 4 年生の 4 月、4 年生の 1，2 月にも発生率が高い時期

がある。これは強度の高い訓練を行う時期に一致する。女性は入学後 4 か月の

間にも特に発生率が高い時期が存在していた。 

 

図１５ 下肢疲労骨折の学年・性別発生率 

下肢疲労骨折は 1 年生、2 年生の女性で発生率が高く、学年が上がるにつれて減

少していた。 
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図１６ 下肢疲労骨折の発生部位 

下肢疲労骨折の部位は、脛骨が94件（57.7％）で最も多く、中足骨 36件（22.1％）、

恥坐骨 22 件（13.5％）の順であり、この 3 つの部位で 90％以上を占めていた。 

 

図１７ 超音波踵骨測定装置 

骨量測定は超音波踵骨測定装置（Achilles A-1000EXPⅡ, GE Healthcare, Chicago, 

IL, USA）を使用した。 

 

図１８ 新入生における月別の下肢運動器障害の発生状況 

先行調査（図 15）と同様、入学後 3 か月は発生率が高く、2 年生の 4 月にも発

生率が高い時期が存在した。 

 

図１９ 短靴 

本研究の対象集団の学生全員が、1 日の大半を防衛省から支給されるこの革靴

（短靴）を履いて過ごしている。 

 

図２０ 体組成計 

体組成計測は MC-780A（TANITA, 東京）を用いて、生体電気インピーダンス

（bioelectrical impedance analysis：BIA）法で測定した。 
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図２１ 三次元足型自動計測機 

足型計測は、三次元自動足型計測機（JMS-2100, ドリームジーピー, 大阪）を用

いた。 

 

図２２ 新入生における月別の下肢運動器障害の発生状況 

先行調査（図１４，１８）に比して、男性は大きく変わらないが、女性は 4～6

月の発生率は低くなり、7 月に発生率が高くなっていた。 
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図１６ 下肢疲労骨折の発生部位
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図１７ 超音波踵骨測定装置



図１８ 新入生における月別の下肢運動器障害の発生状況
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図１９ 短靴



図２０ 体組成計



図２１ 三次元自動足型計測機
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図２２ 新入生における月別の下肢運動器障害の発生状況
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合計 % 男 女
捻挫・靭帯損傷 4176 27.6 3888 288

打撲・筋挫傷・血腫 3385 22.4 3205 180
腱炎・腱周囲炎 1868 12.4 1639 229

骨折 628 4.2 585 43
筋断裂・肉離れ 389 2.6 370 19
脱臼・亜脱臼 361 2.4 342 19
筋痙攣・筋肉痛 361 2.4 329 32

疲労骨折 196 1.3 152 44
半月板・軟骨損傷 141 0.9 131 10

滑液包炎 107 0.7 94 13
神経損傷・脊髄損傷 106 0.7 101 5
腱断裂・腱損傷 85 0.6 83 2
その他の骨損傷 62 0.4 52 10

その他 3244 21.5 2916 328
合計 15109 13888 1222

H21-28

表１ 運動器外傷・障害の診断分類



男性 (n=407) 女性 (n=64)

18.3±0.5 18.4±0.8

171.4±5.6 159.6±4.7
65.7±8.5 53.4±6.3
22.3±2.5 21.0±2.3

7.3±0.4 8.6±0.5
349.5±33.6 ―

― 268.8±26.8
5.5±4.5 ―

― 32.7±16.5
41.7±12.1 22.4±8.1

238.2±18.6 188.8±15.4

あり（名） 231（56.8％） 39（60.9％）
なし（名） 168（41.3％） 22（34.4％）
あり（名） 346（85.0％） 45（70.3％）
なし（名） 53（13.0％） 16（25.0％）
あり（名） 280（68.8％） 23（35.9％）
なし（名） 119（29.2％） 38（59.4％）

92（22.6％） 13（20.3％）
315（77.4％） 51（79.7％）

1610.0±41.8 1606.1±30.8
128.3±14.3 120.1±11.5
116.3±18.3 109.6±12.8

BMI（kg/m2）

50m走（秒）
1,500m走（秒）
1,000m走（秒）

懸垂（回）

表２　ベースライン調査の結果

なし

斜懸垂（回）
ボール投げ（m）
立ち幅跳び（cm）

中学校

高等学校

既往歴
あり

身体計測

体力測定

運動歴

年齢

小学校

身長（cm）
体重（kg）

BMI : bone mass index, QUS : quantitative ultrasound
SOS : speed of sound, BUA : broadband ultrasound attenuation

stiffness

QUS
SOS（m/sec）

BUA（dB/MHz）



障害あり(n=57) 障害なし(n=350) p

18.4±0.6 18.3±0.5 0.2032

171.7±5.8 171.4±5.6 0.9687
65.4±10.4 65.7±8.2 0.3380
22.1±2.8 22.4±2.5 0.5026

7.3±0.5 7.3±0.4 0.3795
352.9±34.6 348.9±33.4 0.5450

4.4±4.3 5.6±4.5 0.0282
40.0±12.8 42.0±12.0 0.3215

238.3±20.1 238.1±18.4 0.6267

あり（名） 40（70.2％） 191（54.6％）
なし（名） 17（29.8％） 151（43.1％）
あり（名） 48（84.2％） 298（85.1％）
なし（名） 9（15.8％） 44（12.6％）
あり（名） 36（63.2％） 244（69.7％）
なし（名） 21（36.8％） 98（28.0％）

15（26.3％） 77（22.0％）
42（73.7％） 273（78.0％）

1602.8±47.0 1612.0±40.7 0.1295
125.9±16.6 128.7±13.8 0.3664
112.5±21.4 116.9±17.6 0.1259

表３　下肢運動器障害障害の発生と各測定項目の関係（男性）

あり

男性

身長（cm）
体重（kg）

BMI（kg/m2）

体力測定

身体計測

ボール投げ（m）
立ち幅跳び（cm）

年齢

50m走（秒）
1,500m走（秒）

懸垂（回）

BMI : bone mass index, QUS : quantitative ultrasound
SOS : speed of sound, BUA : broadband ultrasound attenuation

運動歴

小学校

中学校

高等学校

既往歴

0.0425

0.5470

0.2110

0.4700

SOS（m/sec）
BUA（dB/MHz）

なし

QUS

stiffness



障害あり(n=22) 障害なし(n=42) p

18.4±1.0 18.4±0.7 0.8156

158.9±5.1 160.1±4.4 0.6961
50.8±4.6 54.9±6.6 0.0080
20.1±1.6 21.5±2.6 0.0426

8.9±0.5 8.5±0.5 0.0057
272.7±32.7 266.9±23.5 0.1894
33.3±18.2 32.4±15.7 0.9190
19.1±7.0 24.1±8.2 0.0420

181.7±13.0 192.3±15.4 0.0096

あり（名） 9（40.9％） 13（31.0％）
なし（名） 13（59.1％） 26（61.9％）
あり（名） 14（63.6％） 31（73.8％）
なし（名） 8（36.4％） 8（19.0％）
あり（名） 15（68.2％） 23（54.8％）
なし（名） 7（31.8％） 16（38.1％）

5（22.7％） 8（19.0％）
17（77.3％） 34（81.0％）

10（45.5％） 8（19.0％）
12（54.5％） 31（73.8％）

1602.7±29.1 1608.1±31.9 0.4118
118.3±11.7 121.1±11.5 0.3455
107.4±14.4 110.8±11.8 0.2595

女性

身体計測
身長（cm）

ボール投げ（m）
立ち幅跳び（cm）

年齢

50m走（秒）
1,000m走（秒）

斜懸垂（秒）

体重（kg）
BMI（kg/m2）

体力測定

0.1766

高等学校 0.4761

運動歴

小学校 0.5541

BMI : bone mass index, QUS : quantitative ultrasound
SOS : speed of sound, BUA : broadband ultrasound attenuation

表４　下肢運動器障害の発生と各測定項目の関係（女性）

QUS

stiffness

SOS（m/sec）
BUA（dB/MHz）

月経異常
あり

0.0403
なし

既往歴
あり

0.7282
なし

中学校
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男性 (n=461) 女性 (n=70)

171.2±5.5 157.5±4.9
65.9±8.4 53.2±6.7
22.5±2.5 21.4±2.3
15.1±5.0 27.4±4.8
10.2±4.4 14.8±4.3
52.8±5.0 36.2±2.9
9.1±0.8 7.4±0.5

BMI : bone mass index, SMI : skeletal mass index

表６　ベースライン調査の結果

身体計測

体脂肪率（％）
脂肪量（kg）
筋肉量（kg）

身長（cm）
体重（kg）

BMI（kg/m2）

SMI（kg/m2）



障害あり (n=60) 障害なし (n=401) p

170.1±6.3 171.4±5.4 0.0870
64.7±8.5 66.1±8.3 0.1894
22.4±2.5 22.5±2.6 0.7555
15.5±4.9 15.0±5.1 0.3204
10.3±4.2 10.2±4.5 0.6732
51.6±5.3 53.0±4.9 0.0512
9.0±0.8 9.1±0.5 0.6843

障害あり (n=20) 障害なし (n=50) p

156.6±5.5 157.9±4.6 0.1696
50.6±5.9 54.2±6.8 0.0225
20.6±2.0 21.7±2.4 0.0909
25.8±4.9 28.0±4.7 0.1098
13.2±3.8 15.4±4.3 0.0668
35.2±2.8 36.6±2.9 0.0559
7.3±0.5 7.4±0.5 0.8099

身体計測

体脂肪率（％）

筋肉量（kg）

表７　下肢運動器障害の発生と各測定項目の関係

SMI（kg/m2）

BMI : bone mass index, SMI : skeletal mass index

男性

身長（cm）
体重（kg）

BMI（kg/m2）

脂肪量（kg）

筋肉量（kg）
SMI（kg/m2）

脂肪量（kg）

身体計測
身長（cm）
体重（kg）

BMI（kg/m2）
体脂肪率（％）

女性



疲労骨折あり(n=10) 疲労骨折なし(n=401) p

168.6±6.2 171.3±5.5 0.1265
60.6±8.4 66.0±8.3 0.0326
21.3±2.6 22.5±2.5 0.1343
16.4±5.6 15.0±5.0 0.3671
10.2±4.4 10.2±4.5 0.9176
47.8±5.3 52.9±4.9 0.0020
8.5±0.8 9.1±0.8 0.0163

疲労骨折あり(n=3) 疲労骨折なし(n=67) p

161.1±7.8 157.3±4.7 0.4678
56.3±10.4 53.0±6.6 0.5235
21.5±2.1 21.4±2.3 0.9076
27.5±6.0 27.4±4.8 0.9307
15.9±6.1 14.7±4.2 0.6426
38.1±4.0 36.1±2.8 0.4421
7.3±0.2 7.4±0.5 0.8391

体脂肪率（％）

体重（kg）
BMI（kg/m2）

脂肪量（kg）

SMI（kg/m2）

BMI : bone mass index, SMI : skeletal mass index

表８　下肢疲労骨折の発生と体組成の関係

女性

身体計測

体脂肪率（％）

筋肉量（kg）

身長（cm）

脂肪量（kg）
筋肉量（kg）

SMI（kg/m2）

男性

身体計測
身長（cm）
体重（kg）

BMI（kg/m2）



25.0 18.0 22.0

7.1 8.5 17.9

― 0.0 10.0

19.9

13.2

6.9

17.6 12.3 18.1

S F L

A

N

W

表９ 短靴と足のサイズ差による分類別の下肢運動器障害発生率

*

*

* p < 0.05

（5 / 20） （20 / 111） （11 / 50） （36 / 181）

（1 / 14） （12 / 141）（28 / 156） （41 / 311）

（0 / 9） （2 / 20） （2 / 29）

（6 / 34） （32 / 261） （41 / 226）

枠内は各群の
障害発生率（％）
カッコ内は
群内の障害発生人数
/ 群内の人数（人）
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